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電子帳簿保存法は2021年度の税制改正で、
2022年1月からメールやWebで受領した領収書・
請求書（電子取引）は、電子帳簿保存法に対応
した電子保存が義務化されています。

2022年度税制改正にて2年間の宥恕（ゆう
じょ）期間が設けられましたが、「宥恕に関係なく対
応を終わらせた」という企業は少なく、多くの企業が
いまだ対応途上と言われています。
そもそも2年間の宥恕は、2022年1月1⽇の施⾏

までに「対応が間に合わない」という企業の声が多
かったことへの配慮です。

対応を先延ばしにしてよいということではなく、2年
間を使って「期⽇までにどう準備を進めるべきか」を早
急に検討することが最善です。

本セミナーでは、今回の法改正における重要ポイ
ントである「電子取引」にフォーカスし、「紙保存廃止
問題」への対応策と事例についてご紹介させて頂き
ます。
また、今から宥恕期間が終わる2023年末まで全

体を捉えて、「いつまでに何をすればいいのか」を整理
して御提案させて頂きます。

【参加費】無料

オンラインセミナー
（Zoomを使用）

①インターネット接続可能なPC
②⾳声出⼒可能なPC
※マイク・カメラオフで構いません。

2022/08/25
（木曜日）
15:30〜16:30（1時間）

2024年1月スタート

電子帳簿保存法改正
徹底解説オンラインセミナー

①電帳法改正のポイントは︖
②電帳法対応にはどのようなことが

求められるのか︖
③電帳法対応サービスのご紹介
④質疑応答

2年間の宥恕(ゆうじょ)期間で何をすればよいのか︖
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本セミナーで電子帳簿保存法改正のポイントを把握して頂き、
⾃社でどのような対応が必要かを確認してみませんか︖

2024年1月1日までにすべきこと
「電子取引の電子データ保存義務化への対応」

2024年1月1⽇より電⼦取引で⾏われる国税関係書類の保存は「電⼦保存」
が義務化となります。
これは、法人企業・個人事業主すべてが対象となります。
保存要件に沿った電⼦保存が⾏われていない場合は、⻘⾊申告の承認取り消
しの可能性もあるため、対応について検討が必要になります。


